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１．はじめに 

 

本稿は、1945 年 8 月 6 日、広島原爆投下当日における救護所の開設状況を明

らかにすることを目的とする。救護所が、何時、何処に、どれだけ開設された

のか未だに明らかでない。その理由は、第 1 に諸文献の記述には異同があるこ

と、第２に救護所であるか否かの判断が困難であること、第 3 に適切な資料が

選びにくいことである。では、第 1 の点、なぜ文献記述に異同があるのかとい

えば、実態の認識に異同があるからであろう。さらに、ではなぜ実態認識に異

同が生じたかを考えると、救護所開設の経過と救護所の概念が明確でない点に

行き当たる。本稿はこれらの問題に対して、救護所は戦時体制の一環として準

備されていたものであることに着目した。このことは第 2 の点即ち、救護所の

概念がはっきりしないことにも関連するので救護所を定義した。なお、第 3 の

資料の点については、被爆当時の資料1)を重視し、そのほかに体験記2)を閲読し

被爆者調査資料3)を検索した。このように、本稿が準備状況を概観し、救護所を

定義し、被爆当日や当時の資料等に依拠して、それらの視点から文献記述や手

記、資料等を検討してまとめた結果、6日当日に広島市内外で 240 箇所以上の救

護所が開設され、統制された戦時態勢の一環として機能していたことがわかっ

た。また、これらの救護所以外に各地域の民家に相当数の被災者が収容された

実態も明らかになった。 

原子爆弾爆発によって爆心地(原子爆弾爆発直下の地点)から半径 2km以内の

ほとんどの家屋が全壊全焼した4)。直接被災した人数については、広島市衛生

局が氏名で確認集計している。その 1995 年の報告書『原爆被爆者動態調査事業

報告書』によると、主として爆心地から 2km以内の被災者は 243,463 人5)で、う
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ち、1945 年末までに死亡した人が 83,177 人である。避難した後に死亡した人

も多数いたことと、2.0km~3.0kmの被災者 67,538 人にも、避難した人が多数い

たことを考慮すると、合わせて 20 万人以上の人々が避難したと推測される。そ

の際、傷害を受けた被災者（原子爆弾爆発時に広島市にいて、外傷、火傷、放

射線の傷害を受けた人を被災者と記す）は、自力であるか否かは別としてその

多くが何処かの救護所に避難したと推察される。 

本稿の構成は、救護所の開設は当時の社会体制や厳しい戦況下の準備態勢の

影響が大きいことを考慮して、先ず、第 2 章で予想されていた大空襲や本土決

戦に対する準備状況を概観した。次いで、第 3 章で被爆後の救護所の開設状況

をまとめていった。まとめるにあたっては、行政、医療、学術それぞれにおけ

る原子爆弾投下に関する基本的な文献の記述をまとめることからはじめた。次

に、救護所を定義して(3.2.2)、具体的に調査した結果が記載されている他の文

献や手記などの救護所を検討して加えた。まとめる過程で、8月 6日当日に記録

された八幡村其の他の村々の名簿資料を閲覧した。それは、戦争中の人々を律

していた社会規範や総動員体制のもとでの救護活動の具体的な状況の一端であ

り、諸文献の記述からまとめた救護所の全体像に対する認識を、立体的なもの

に問い直すものであった。第 4章おわりにで要約と課題を述べた。 

 

 

2. 救護所の準備状況  

  

救護所の準備は、空襲や本土決戦に対する準備状況の一部である。国は、1937

年日中戦争が始まった年に防空法（法律第 47 号）を、翌 1938 年に国家総動員

法（法律第 5 号）を制定し、1941 年に太平洋戦争に突入して、これらの法律を

勅令や閣議決定などによって具体的に実施していった。1942 年には戦時災害保

護法（法律 71 号）を制定し、戦局が深刻化するに伴い、都市空襲や本土決戦に

対応する準備態勢の一環として救護態勢を構築していき、救護所もその一部と

して準備が促進されていった。 

このような準備態勢の重要な要素としてまた対象として、組織されていった

のが、地域、職域、及び学校である。警察と軍隊の準備態勢の一部とともに、

その準備状況の概略をたどってみる。 
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2.1 地域、職域 

 

1939 年に国民職業能力申告令(勅令第 5 号)が出される。また、警防団令（勅

令第 20 号）が発せられて、消防団と警護団は解消され、警防団に統一された。

この警防団は基本的には 17 歳以上 55 歳未満の団員で構成され、警防団長は警

察署長によって任命された。その任務は、防毒、監視、海事、配給、救護、医

療、防火などであり、救護部を設けることになっていた6)。 

1941 年に、防空法に基づく広島県防空計画に準拠して「広島市永年防空計画」

および「昭和 16 年度広島市防空計画」が策定された。これは詳細なもので、261

箇所の広場、社寺、鉄筋コンクリートの建造物などが火災と耐弾の避難所とし

て、また、家庭用でない 84 の防空壕も、それぞれ一覧表示されている7)。人々

は、職業能力に応じて計画に組み込まれている。例えば、私立の医院、診療所、

病院の 113 名の医師名と、それらの中で 20 名から 500 名の収容が可能な救護所

16 箇所が記されている。防毒業務従事者として、医師、歯科医師、薬剤師、看

護婦など 1,032 名の氏名が掲載されている8)。国民学校や寺社の救護所には救護

班9)(医師 1、歯科医師 1、薬剤師 1、看護婦 3、事務員１を含む）が組織される。

これらの医療従事者には、1943 年広島県知事の「防空救護医療対策要綱」によ

る「防空業務従事令書」10)が発せられ、疎開を禁止されることになる。防空計画

に関わる一部の市民も、被爆当時には警防団員か次の段落で述べる国民義勇隊

員であったので、同様に疎開しにくい状況があった。なお、1945 年 3 月に設置

された県と市の防空本部は、「B29，300 機の襲来を仮定し、各河川に筏を設け、

船舶部隊から浮袋 20 万人分を借りて市民に配給し、また同部隊の舟艇を川の要

所に配備」して、市民が避難に河川を利用する場合の準備をした11)。 

1945 年 3 月に閣議決定により、地域の人々は地域国民義勇隊に、職域の人々

は職域国民義勇隊に組織される。国民義勇隊は、国民学校初等科修了以上のも

ので男子は 65 歳以下、女子は 45 歳以下で組織され、その業務は防空及防衛、

空襲被害の復旧、都市及工場の疎開その他である。その本部長は県知事、隊長

は市区町村長である。こうして、すべての市町村の地域に、警防団、医師を中
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心にした救護班、国民義勇隊が、職域に国民義勇隊が、当該年齢層の住民男女

や職場従業員によって編成された。1944 年 6 月に広島市と当時広島市にあった

東、西、宇品３警察署連名で、「罹災者収容・給食・医療救護計画につき依頼」

12）という文書が広島市の西、北、東に隣接する佐伯、安佐、安芸の各郡に発せ

られる（南は広島湾）。その内容は、特殊建造物や医療機関や各家庭の畳数・収

容見込人員などを調査報告させたものである。これらを基にして 1945 年 4 月に

は「広島市大避難実施要領」12）が広島市、東、西、宇品警察署によって策定さ

れ、表 1に示す指定避難先町村が定められた。 

 

 

表 1 指定避難先町村（1945 年 4 月 17 日） 

出所：『広島県史』原爆資料編、74~75 頁より 

指定避難先 備考 広島市内 

防空小区 郡 町村 小区内町名は省略（筆者） 

西部 佐伯 井口、石内  

福島 佐伯 八幡、観音  

大手 佐伯 観音  

舟入、江波 佐伯 八幡 過剰は五日市へ 

神崎 佐伯 五日市  

観音 佐伯 地御前  

宇品 佐伯 大野  

天満 佐伯 宮内 過剰は平良、原へ 

中島 佐伯 平良、原  

千田 佐伯 廿日市  

広瀬、本川 安佐 古市、川内  

横川 安佐 安  

袋町 安佐  

竹屋 安佐 

可部、八木 

緑井  

白島、幟 安佐  

皆実 安佐 
祇園 
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牛田 安佐 戸坂、口田  

段原 安佐 落合、深川 過剰は口田へ 

荒神 安佐 狩小川  

矢賀、尾長 安芸 中山、温品  

青崎 安芸 畑賀 過剰は奥海田へ 

大河、楠那 安芸 瀬野  

比治山、仁保 安芸 中野、奥海田  

 

広島市近郊の佐伯、安佐、安芸各郡では、表 1 の指定避難先町村より広範囲

に、避難者受け入れ態勢がとられていた（表 2）。 

 

 

表 2 町村別罹災者収容数一覧表（1944 年） 

出所：『廿日市町史』資料編Ⅴ 720 頁 六四二 「平良村庶務一件」より 

罹災者収容町村（佐伯郡） 

町村名 戸数 人口 縁故者避

難 

縁故ナキ者

避難 

計 

井口村 

八幡村 

観音村 

宮内村 

平良村 

五日市町 

廿日市町 

地御前村 

大野村 

原村 

河内村 

玖島村 

友和村 

石内村 

３１９ 

４７２ 

６１７ 

５２５ 

７４７ 

１３３７ 

７１２ 

６０３ 

１５２０ 

２３３ 

３８２ 

４０８ 

６６１ 

３５６ 

１３３１

２１１５

２７８７

２１４３

２５４４

６０７６

３３５１

２７０１

７７６３

８３５

１５１６

１４９３

２７４８

１６０２

２７１

４１６

３５２

３１８

２８２

９６５

７２５

３４１

４７９

２１４

２８７

３０６

４９６

４７１

１５９５ 

２３６０ 

３０８５ 

２６２５ 

３７３５ 

６６８５ 

３５６０ 

３０１５ 

７６００ 

１１６５ 

１９１０ 

２０４０ 

３３０５ 

１７８０ 

１８６６

２７７６

３４３７

２９４３

４０１７

７６５０

４２８５

３３５６

８０７９

１３７９

２１９７

２３４６

３８０１

２２５１

計 １４ ８８９２ ４０６３４ ５９２３ ４４４６０ ５０３８３

同上（安佐郡） 〔15 ヶ村 明細省略〕 

計 １５ ９５１９ ４１４４８ ５９２３ ４４４６０ ５６３１５

    同上（安芸郡） 〔7ヶ村 明細省略〕 

計  ７ ３１１１ １５２２０ ３０６５ １５５５５ １８６２０

総計３６ ２１５２２ ９７２９５  １２５３１８
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指定避難先町村では、罹災者収容数をさらに地域・集落に、そして各家まで

細分化して割り当てていたようである。例えば、上記表中の佐伯郡宮内村では、

1944 年 5 月調査によって、各部落の収容人員の割当歩合やムスビ戸数歩合[被災

者に握り飯を供与する各部落の供出割合]を千分率で割り当てている13)。これら

が実際にどのように機能したかは「3．3 被災者を収容した地域」で述べる。 

なお、各町村には第 2、第 3 の救護所を確保しておくよう通達が出された14)。 

 

 

2.2 学校 

 

1941 年、国民学校令が施行され小学校は国民学校になる。同年、広島市永年

防空計画によって、広島市内の国民学校 33 校が学校長を担当者とし、医師、歯

科医師、薬剤師、看護婦、女学生、女子青年団員等で組織された数十名から二

百数十名の救護組織と救急薬品を持ち、300 人から 5,000 人を収容人員とする救

護所にされる15)。 

 

 

2.3 警察と軍隊 

 

市内の県警察部、東、西、宇品の警察署は増員される。また、近隣の各警察

署では被災者に対する非常給食の準備も進められる。警察署は救護班と警防団

を把握して連絡態勢を確立していた。被爆後、広島被災の連絡は警察によって

県下全域に伝えられ、広島への警防団、救護班の派遣、握り飯の搬入、地域で

の受入準備がなされることになる。 

学徒動員や学童疎開が進捗して空いた各学校やその他の施設に、部隊が配置

されていく16)。市の周辺部に配置された兵隊は救護活動、道路啓開、死体処理な

どの任務にあたることになる。市の中心部にあった陸軍病院は、悪化した戦況

下で、空襲と本土決戦に備えて、1945 年 5 月から、病院を中国地方の主として

山間部に分散する。第 1 陸軍病院が 19 箇所に（広島県内山間部には 11 箇所）、

第 2 陸軍病院は 5 箇所に（広島県内山間部には 3 箇所）分院を設置して分散す
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る17)。なお、似島検疫所と付属の病院は海上輸送で 6,000 人を収容する準備態勢

をとった18)。 

このような、地域、職域、学校、周辺の郡市町村及び警察や軍隊の準備態勢

が、救護所の開設にどのような意味を持ったかを次章で検討する。 

 

 

3. 救護所の開設 

 

本章では、実際に機能した救護所の開設状況をまとめる。前章で述べた準備

態勢のもとで指定されていた救護所のうち、市の中心部にあった多くの救護所

は原爆で大きな損害を受けた。原子爆弾の影響について、広島県編の『原爆三

十年』は「広島市の防空対策は万全を期してそなえがなされていた。・・・しか

し、原子爆弾の炸裂という空前の事態の出現には、その組織も施設もなきにひ

としく潰滅し、救護らしい救護は、なんら出来なかった19)」と述べている。 

これは、市の中心部のことを述べたのであろうが、本稿は、市の内外に準備

されていた救護所が「潰滅し」て何の役にも立たなかったのか、実際にはどの

ようであったか、原爆爆発後開設され機能した救護所を具体的にまとめていく

ことにする。 

救護所が開設される状況をまとめるにあたっては、まず、基本的な文献の記

述からまとめることとする。他の文献にも多く引用されている行政、医療、学

術それぞれの領域の原爆投下に関する基本的な文献として『広島県史』原爆資

料編(広島県 1972 年)、『広島原爆医療史』(広島原爆医療史編集委員会 1961 年)、 

及び『広島・長崎の原爆災害』(広島市・長崎市原爆災害誌編集委員会 1979 年)

を選んで表にまとめる。次に、具体的に調査した結果も多く記載されている『広

島原爆医療史』、『広島県医師会史』(広島県医師会 1966 年)、『広島原爆戦災誌』

(広島市役所 1971 年)、『原子爆弾』(仁科記念財団 1973 年)、及び『広島市医師

会史』(広島市医師会 1980 年)の記述や証言手記などの資料を検討して表にまと

めることにする。 
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3.1 行政、医療、学術の文献に記載されている救護所 

 

先ず、行政関係の文献『広島県史』原爆資料編には、広島県の公式記録「第 1

号 戦災記録 広島県」として、8 月 7 日に県知事の救護所布告で 13 箇所の救

護所開設を告示したこと、参謀長指示によって 11 箇所の救護所が示されたこと

が記載され、また、当事者の記録として日付は示されていないが救護所名一覧

53 箇所が具体的に記されている(表 3)。医療関係の文献『広島原爆医療史』に

は、被爆後に急設された救護所として同じ出所の 53 箇所の救護所が示され(表

3)、そのうちの市外の救護所は地図に表示されている（地図 1）。これらは広島

県把握の救護所として示されている。 

 

 

表 3 広島県把握の救護所 太字は＜近郊＞ 

出所：『広島県史』原爆資料編 101 頁,103 頁,166 頁 及び『広島原爆医療史』

147 頁より 

8 月 7 日 

県知事布告 

13 箇所 

8 月 7 日 

参謀長指示 

11 箇所 

被爆後急設された救護所  

（川田兼三郎氏提供） 

53 箇所（『広島原爆医療史』による） 

東練兵場 比治山西側

聖橋 

御幸橋 己斐橋 東照宮 

泉邸 御幸橋東側

三叉路 

住吉橋 東洋工業 矢賀国民学校

被服廠 住吉橋 被服廠 青崎国民学校 天満橋下 

県庁跡 観音中央十

字路・ 市立

商業北側 

東練兵場 江波兵器学校 向西館西側 

府中国民学校 東練兵場 府中国民学校 井口国民学校 己斐国民学校

市役所 土橋 東署 比治山下 草津国民学校

比治山 横川 温品国民学校 江波国民学校 福屋 

東警察署 己斐 県庁跡 日本製鋼所 仁保国民学校

住吉橋 東警察署 第 2国民学校 泉邸 福島橋西 

横川 市役所 中広橋 比治山国民学

校 

五日市国民学

校 

古田国民学校 泉邸 長寿園 戸坂国民学校 実践女学校 

己斐  逓信病院 中山国民学校 観音村 

中山  大芝国民学校 市役所 廿日市国民学
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校 

  舟入電停前 牛田国民学校 祇園青年学校

  倉敷航空機工場 三篠信用組合 厳島国民学校

  江波三菱造船所 三篠橋東 平良村 

  江波唯信寺 大芝公園 神崎国民学校

跡 

  勧業銀行跡 船越国民学校  

 

 

地図 1 救護所 53 箇所のうち近郊町村のみ 

出所：『広島原爆医療史』147 頁（川田兼三郎氏提供）より 

表 3の近郊 16 箇所のうち東洋工業と矢賀国民学校[市内]を除く 14 箇所を表示  

 

 

 また、『広島・長崎の原爆災害』には、「8月 7日に 11 箇所に救護所を開設し」

と述べられている。同書には、さらに「当初 11 カ所開設された救護所は、自然

発生的に増加し、広島市内だけで 53 箇所に達した。負傷者の集結しているとこ

ろを救護所として定め、そこへ救護要員を配置する状況で・・・」と述べられ

て、53 箇所が 7 日以後で市内だけであることが示されているが、具体的な場所

は示されていない。市外については、近隣市町村でも、深刻な医療救護の問題
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が生じたとして中山村が例示されている。 

こうして、行政、医療、学術それぞれの領域の基本的文献三編の記述につい

てまとめてみると、13 箇所、11 箇所は広島県の公式記録「第 1号 戦災記録 広

島県」にみられるものであり、53 箇所は広島県職員であった川田兼三郎氏が提

供した資料20)というように、すべて広島県から出た資料である。そして、この

13 箇所、11 箇所、53 箇所の救護所は、行政、医療、学術関係の他の多くの文献

にも記載されている。前述の三つの文献を含め主な文献への記載を表4に示す。 

 

 

表 4  救護所数 13 箇所、11 箇所、53 箇所が記載されている文献 

発行年 文献名 記載事項   掲載頁 

1961 『広島原爆医療史』 13 箇所 80-81 頁 

11 箇所 82-83 頁 

53 箇所 107 頁 

市内 37 市外 16 147 頁 

市内外に具体的に多数 

1966 『広島市役所原爆誌』 9 箇所 病院を具体的に 225 頁 

53 箇所 226~227 頁 

1966 『広島県医師会史』 53 箇所 759 頁 

市内外に具体的に多数、 

1969 『被爆者とともに－続広島原

爆医療史』 

13 箇所 36 頁 

50 余箇所 50 頁 

市外は学校,寺,役場,民家 69 頁 

1971 『広島原爆戦災誌』 11 箇所 第 1巻 206~207 頁 

13 箇所 第 1巻 534 頁     

53 箇所 第 1巻 535 頁     

病院,学校,市内地区,郡市,軍,事業

所などの記述には多数記載 

1972 『広島県史』原爆資料編 13 箇所 101 頁 

11 箇所 103 頁 

53 箇所 166 頁 

1973  『原子爆弾』 13 箇所 27 頁 

他に具体的に多数 

1976 『原爆三十年』 箇所数の記載見当たらず 市内の5

病院名を記載 負傷者が群集して

いる場所に仮設救護所 66~67 頁 

1976 『広島県庁原爆被災誌』 13 箇所 軍民の病院等も 82~83 頁 

53 箇所 84 頁 

1977 『原爆と広島大学「生死の火」 大学の研究者が監修或は執筆した文
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学術編』 献に具体的記述あり、本書には文献

名、論文題目を記載し具体的記述は

見当たらない 

1979  『広島・長崎の原爆災害』 11 箇所、 

53 箇所を市内として記載し、市外

を例示している 418~423 頁 

1980 『広島市医師会史』第二編 13 箇所 295 頁 

11 箇所 295 頁 

53 箇所 296~297 頁  

他に 49 箇所など 298~299 頁 

1983  『広島新史』歴史編 50 数箇所 7 頁 

病院、救護所を各一箇所 8 頁 

1988  『広島県戦災史』 

 

13 箇所 53 箇所は県が確認した数

で、開設箇所は地域別市郡別に 

市内 110 箇所一覧 422~423 頁 

市外 139 箇所一覧 426~427 頁 

1996 『被爆50周年広島市原爆被爆

者援護行政史』 

13 箇所 

53 箇所 市内 37 市外 16 27 頁 

病院、軍の救護所等 21 頁~33 頁 

 

この表 4 を見ると、13 箇所、11 箇所、53 箇所は 30 数年間これらの基本的文

献に引用されているが、救護所はその他にもあったことがそれぞれの文献に記

述されている。また、『広島原爆医療史』、『広島市医師会史』、『広島県医師会史』

『広島原爆戦災誌』、及び『広島県戦災史』には、多数あったことが具体的に示

されている。上の表では一番後に出版された『被爆 50 周年広島市原爆被爆者援

護行政史』にも、13 箇所、53 箇所が記述されている。 

なお、救護所について具体的にまとめてある学術書は見当たらない。このよ

うに、救護所が具体的に何処に開設されたのかは、文献によって異同がみられ

るのである。 

本稿は、このような現状において、前章で述べた救護所設置の準備状況との

関連に留意しながら、原爆の影響によって市内中心部は壊滅したが、その跡や

準備されていた市周辺部や市外の救護所は、どのようになったか具体的にみて

いく。その視点に立つて前述の 13 箇所、11 箇所、53 箇所について改めて検討

してみると、幾つか気付くことがある。例えば、13 箇所、11 箇所には救護所に

指定されていた市の周辺部の多数の国民学校や社寺がほとんど含まれていない、
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横川・己斐などは地名だけで場所が示されていないというように全体的でない

点や不明確な点がみられる。53 箇所をみると、最も大きく機能したと多くの文

献に記録されている日本赤十字病院や陸軍共済病院その他の病院が記載されて

いないことに気付く。また、地図 1 をみると、安佐郡は祇園 1 箇所であるが、

準備態勢として表2に記載されている安佐郡15ヶ村の罹災者収容合計は56,315

人である。市外への避難者数がまとめられている廣島市役所『昭和二十一年度 

市勢要覧』21)によると、筆者の合計では安佐郡には 5万人以上が避難したことに

なる。これらの人々に対応した救護所が 1 箇所であったとすれば、不合理であ

るといえよう。佐伯郡や安芸郡との対比においても、安佐郡だけが一箇所とい

うのには疑問が生ずる。このように見てくると、53 箇所については、実際に開

設された救護所の総数とは考えにくいと指摘できるであろう。 

他方、体験手記や具体的に調査した文献には、表 3 以外の救護所も記載され

ている。例えば、1950 年に広島市が募集した「原爆体験記募集原稿」の中に佐

伯郡津田町にある天野医院22)（爆心地から約 35km）において、6 日午後に被災

者への治療・救護活動が行われたことが具体的に記述されている。また、『鯉城

の日々』には地御前村の逓信病院23)（爆心地から約 15km）で救護活動をした様

子が述べられている。文献の例をあげると、『広島原爆医療史』には多くの市内

外の救護所が、救護に従事した医療関係者の氏名とともに記述されている。『広

島市医師会史』には、会員の救護所における活動として、広島県把握 53 箇所以

外に、医師の氏名とともに 49 箇所（筆者が数える）での救護活動が表示されて

いる。仁科記念財団編纂の『原子爆弾』には、表 3 にはない具体的な救護所が

幾つか記載されている。『広島原爆戦災誌』には、軍関係、官公署、地域、学校、

事業所など多岐にわたって調査した多数の市内外の救護所が記載されている。

関係市町村史には、当該市町村の救護所が具体的に記載されているものがある。 

それらの諸記録は、市の中心部以外は「その組織も施設もなきにひとしく潰

滅し」たのではないらしいことを示しているが、具体的には「3.3 実際に機能

した救護所」で述べる。 

 

 

3.2 救護所の開設状況をまとめる方法 
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本節では、開設された救護所は53箇所より多かったことが確認可能な状況で、

ではどうやってまとめるのか、そもそもまとめる方法があるのかということを

考察し、その方法を見出していく。 

 

 

3.2.1 資料から総合する 

 

53 箇所以外にも多くの救護所が開設された記録があるのであるが、何処にど

のような救護所が開設され、どのように機能したかということについては明ら

かでない。この点について、53 箇所とその他の救護所を具体的に記載している

『広島原爆医療史』は、「被爆当時の救護活動の模様を総合的、かつ客観的に記

述したものは全くない。」24)と述べている。また、53 箇所以外に 49 箇所も記載

している『広島市医師会史』は「・・・「救護所」が実際どの程度存在し、はた

してそこでどのような人たちが救護活動に従事したのかという実態を完全に解

明することはほとんど不可能に近い・・・」25)と述べている。このように、救護

所で中心になって活動した医療従事者の情報に最も詳しい医療関係文献が、救

護活動の全体像を再構成することの困難さを述べているのである。 

確かに、救護活動の模様を総合的、かつ客観的に記述した研究文献は見当た

らないし、救護所の実態を完全に解明することは不可能にちがいない。しかし、

文献や手記によって、具体的に明らかになった救護所があるのだから、これら

を収集・整理すれば、救護所の総数と位置については一定程度明らかになると

見通すことができる。 

その作業を試みたと思われるのが、1988 年に出版された表 4 中の『広島県戦

災史』である。同書は、13 箇所、53 箇所と、救護所総数との関係について「・・・

13 箇所に救護所が開設されたことを知らせる「救護所布告｣を発している。しか

し、これらは、県が直後に掌握したものにすぎず、のちに、県は、市内 37 箇所・

市外 16 箇所計 53 箇所の救護所の開設を確認している。なお、8 月 11 日現在で

県が確認していた救護所数は、52 箇所であり、・・・〔川田兼三郎メモ〕。」と記

したうえ、次の段落から以下のように述べている。「このほかの多くの場所でも、

救護活動が行われた。表 92 は、広島市内に設置されたことがなんらかの形で確

認できる救護所を地域ごとにまとめたものである。」として「表 92 広島市内の
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地域別救護所一覧」に 110 箇所を、同様に「表 93 広島県内の市郡別救護所一

覧」に 139 箇所をあげ26)、市内外で計 249 箇所（筆者が数える）を記載して、出

所を『広島県史』原爆資料編、『広島原爆戦災誌』、『広島原爆医療史』、原爆手

記によるとしている。つまり、県が確認したのは直後に 13 箇所でのちに 53 箇

所であるが、ほかの場所にも救護所が開設され、その総数は市内外で合計 249

箇所あったと述べているのである。この記述は、救護所分布の全体像について、

数、場所ともに、それまで県が確認し、多くの文献に引用されている 53 箇所よ

り、はるかに多くかつ広範囲であった状況が、他ならぬ広島県編集の文献に示

されている点が注目される。医療関係の文献が救護所の実態を解明することの

困難さを指摘し、その分布について、総合的かつ具体的に述べた研究文献が見

当たらない状況にあって、地域別、市郡別にまとめた 249 箇所は、救護所の全

体像を表すことを試みたという意味で画期的といえるであろう。ただし、同書

は 110 箇所、139 箇所、249 箇所という数は示していない。それは、何千人も治

療した共済病院などの大病院と、限られた医療環境のテント救護所とでは、救

護の質、量ともに比較にならないから、これらを同じように 1 つとして意味が

あるのかという問題があるからであろう。しかし、筆者は表 2に示したように、

13 箇所、11 箇所、53 箇所などの数が多くの文献に記載されている現状で、対照

する意味で数えたのである。 

この 249 箇所は、注目される画期的な数であるが、「なんらかの形で確認でき

る」としてまとめられているので、本稿の目的である被爆当日の６日の開設状

況をまとめるためには、いくらか整理をしなければならない。例えば、6日開設

の記録が見当たらない袋町小学校が含まれている、あるいは江波・大芝などと

地名だけのものがあるなどである。なお、ここで筆者が 6 日に限定した理由を

述べると、13 箇所、11 箇所の公式記録は 7日であり、文献によっては例えば『広

島・長崎の原爆災害』のように、7 日以後に 53 箇所の救護所が開設されていっ

たと読み取れる記述がある。他方、調査した結果を記載している文献には 6 日

に多くの救護所が開設された記述がある。本稿は具体的に検討を進めるにあた

って、先ず、6日の開設状況をまとめて以後を付加するのが、全体像を明らかに

する上で曖昧さが残らないで、実態をより反映できると判断したのである。    

文献や手記からまとめるという同書の方法によって、開設された救護所の全

 
 

426



体像の輪郭は示されたといえよう。この方法を踏襲していけば、それに伴って

実態が明らかになっていく展望が開けた。したがって、本稿も『広島県史』原

爆資料編、『広島原爆戦災誌』、『広島原爆医療史』其の他の文献や原爆手記から

まとめていくことにする。その際、第 2章で述べた準備状況に留意して検討し、

さらに、被爆当時の資料にも触れてまとめていけば、救護所開設の根拠とも関

連することが出来て、確からしさが増すであろう。時系列を 8月 6日に限定し、

場所および出所を明示して一覧表に表示し、その分布を地図上にも示して、救

護所の開設状況をより明らかにしようと試みていく。 

 

 

3.2.2 救護所の定義 

 

ところで、救護所の開設状況をまとめるには、先ず救護所を定義しなければ

ならない。広島市永年防空計画では救護所には医師を含んだ救護班が配置され

ている。他方で、警防団は必要に応じて応急処置所を設けて救護所にいくまで

の応急処置を施すことが定められている27)。その外にも避難所、収容所などの記

述もある。救護所だったのか応急処置所、避難所、収容所だったのか、あるい

は実在したことを特定できるのかを判断するのは難しい。そうであるが、まと

めるにあたっては、名称の如何を問わず記録のあるものすべてを記載するか、

何らかの条件を設けて区分するかである。無条件にすると実態を離れて膨張す

る可能性がある。本稿は条件を設けることにする。即ち、救護所としての記録

があって他方で否定的な記録のない所は救護所として加えることに、否定的な

記録も有る所はその旨記して加えないことにする。避難所、収容所という記録

のところは、救護班による救護行為があったことが記述されているところを加

えることに、また、地名だけのものは他の特定された救護所と重複する可能性

があるので加えないことにする。53 箇所を見ると、病院も［東洋工業と日本製

鋼所は付属病院を含む］学校も広場や川べりもある。本稿もこれらを含んで、

救護所とは、傷害を受けた被災者を収容し、救護班によって治療と救護を継続

的に行った施設であって、それらには救護所として機能した病院，診療所と、

救護所になった学校や寺社やその他の施設、さらに被災者が集まった所に急遽
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テントを張って開設された救護所がふくまれるとし、前述した条件によって区

分することにする。 

 

 

3.3 実際に機能した救護所 

 

本節では、実際に機能した救護所をまとめていくのであるが、機能の面から

全体像を明らかにする意味で、病院・診療所については、他の救護所とは分け

てまとめることにする。 

市内の病院救護所（病院・診療所が救護所になった所）、市内の救護所（病院・

診療所以外の救護所）、市外の病院救護所、市外の救護所、と 4つに分けて、こ

の記述順にまとめていく。なお、当時は国民医療法のもとで、病院とは 10 人以

上の患者を入院させる施設を有するものであり、診療所とは 9 人以下の患者を

入院させる施設を有するもの又は入院の施設を有しないものであって、いずれ

も医師又は歯科医師によって、多数の人のために医療をおこなう場所であった。

本稿では、病院や診療所とは現在の医療法によるのでなく、当時の国民医療法

のもとで病院や診療所であったものをいうこととする。 

 

 

3.3.1 市内の病院救護所 

 

病院や診療所には医療施設、医療器具、医療用品、薬品などの物的な常備が

あり、医師、薬剤師、看護婦、その他の医療従事者がその施設の業務に慣れて

いて、総合的に機能してその物的条件を十全に活用することが出来るという長

所があり、他の救護所では実施できない困難な医療も、病院や診療所では行う

ことが出来る。例えば、広島陸軍共済病院は、「21 名の軍医、薬剤官 3 名、看

護婦その他 450 名を擁する大病院であった。被爆当時約 3,500 人の被爆負傷者

を収容救護・・・」28)と述べられている。市内で救護所として機能した病院や

診療所を表 5に示す。 
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表５ 1945 年 8 月 6 日広島市内の病院救護所 

出所：『広島原爆戦災誌』『広島原爆医療史』『被爆者とともに』『原子爆弾』 

病院名 出所 
収容人数   備考  

 7 日以降の人数を含む

広島第 2陸軍病院本院 
『戦災誌』  

第１巻 349 頁 

600 人 

全壊全焼して臨時救護所 

 

広島第 2陸軍病院三滝分院 同書 349 頁 700 人 

広島第 1陸軍病院江波分院 
『戦災誌』第 1 巻

348 頁 
10,500 人 

三菱重工業株式会社構内病

院 

『戦災誌』第 1 巻

477~484 頁 

病院で約 1,000 人 総合

グランドで数千人に医師，

看護婦 20 人が対応 100

戸の社宅の空家へ被災者

10~15 人を割当てて収容 

三菱重工業株式会社構内診

療所 

『戦災誌』第 1 巻

477~484 頁 

病院で約 1,000 人 

江波国民学校で多数治療 

船舶練習部臨時野戦病院 

第 1陸軍病院宇品分院 

『戦災誌』第 1 巻

348 頁  

『医療史』84 頁 

6,000 人 

1 万余名 

似島検疫所と付属病院 
『戦災誌』第 2巻

536~553 頁 

約 1 万人 6,000 人以上

『原子爆弾』29 頁  

陸軍共済病院 
『戦災誌』第 1 巻

484~490 頁 

数千人 3,500 人『被爆者

とともに』80~81 頁 

広島逓信病院 
『戦災誌』第 1 巻

465~477 頁 
常に 2・300 人 

広島赤十字病院 同書 434~465 頁 負傷者が殺到、人数不明 

専売局診療所 
同書第 3 巻 288 頁

『原子爆弾』25 頁

事務所 1階を救護所、機能

を上回る人数の患者 
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天野病院 『医療史』246 頁 200 名収容の病院救護所 

永田病院 
『戦災誌』第 2 巻

888 頁 
古江地区で重傷者を 

力田病院 同書第 2巻 889 頁 田方地区で 1,000 人 

川瀬外科病院 同書第 4巻 635 頁 宇品地区で負傷者を 

博愛病院 『原子爆弾』19 頁 宇品地区で負傷者収容 

計  16 箇所   

 

指定されていた私立の病院救護所は、16 箇所収容人数 2,140 人分の内、14

箇所 2,090 人分が爆心地から 2km以内にあったから大きな損害を受けた29)。爆

心地に近い第一陸軍病院、第二陸軍病院と県病院は全壊全焼し、逓信病院は大

きな被害を受けた。被害が比較的小さかった第二陸軍病院三滝分院、日本赤十

字病院、専売局診療所、南部の陸軍共済病院、第 1 陸軍病院江波分院、三菱重

工業株式会社構内病院、同構内診療所、及び急設された船舶練習部臨時野戦病

院、などに被災者が集まったので、たちまち負傷者でいっぱいになり対応に困

難をきたした。6,000 人収容の準備をしていた似島検疫所と付属病院も被災者

が収容力を上回って、他の救護所に移送するようになる。このように収容力を

上回って対応ができない状況も生じたが、そうした中で、表 5 からは人数がは

っきりしないのであるが、何万人かを治療・救護するという機能を発揮したこ

とが見て取れる。 

 

 

3.3.2 市内の病院救護所以外の救護所 

 

病院救護所以外の救護所が何処に開設されたかまとめていく。広島市は全て

の国民学校や幾つかの寺社を救護所に指定していたことは先に述べたが、市中

心部の救護所は大きな損害を受けたので、火傷や負傷をした被災者の多くが市

周辺部の国民学校や寺社などの救護所へ避難した。一部の被災者は、川べりや

橋の周りにたどりついてそこにとどまり、その場所が救護所になったと思われ

るところもある。市の周辺部の練兵場や飛行場その他の広場も、被災者が多く
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避難して救護所になっていったようである。次の表 6に市内に開設された救護

所を示す。 

 

表 6 1945 年 8 月 6 日広島市内の救護所（病院・診療所を除く） 

出所：『広島原爆医療史』『被爆者とともに－続広島原爆医療史』『広島原爆

戦災誌』『広島県史』原爆資料編『広島市医師会史』『原子爆弾』 

 場所 爆心地からkm 出所 収容人数など ( )内は筆者判断 

県庁跡    0.8 『医療史』147 頁 『広島市医師会史』第 2巻 297  

小網町    0.9 『医療史』298 頁 236 名の職域義勇隊の収容と救護 

上柳町土手  1.4 『医療史』246 頁 

三篠橋東   1.4 『医療史』147 頁 （三篠橋堤防と一続き） 

住吉橋    1.4 『医療史』147 頁 （住吉橋西側で住吉神社と区別）『戦

災誌』第 2巻 111 頁 応急処置所らしい記述あり 

福島橋西   1.7 
『医療史』147 頁 『戦災誌』第 2巻 789~790 頁に記述

見当たらず 『原子爆弾』にも記述見当たらず 

南大橋東   1.9 『原子爆弾』20 頁 200 名 

長寿園    2.0 『戦災誌』第 2巻 216 頁 

御幸橋    2.1 
『医療史』147 頁 『市医師会史』297 頁（御幸橋西詰

付近） 

己斐橋    2.2 
『医療史』114 頁 147 頁に記載あり 『戦災誌』己斐地

区に記述見当たらず  

三滝橋付近救護所 

2.5 
『戦災誌』第 2巻 818 頁 第二陸軍病院三滝分院設営 

公
園

広
場

 
 

山

焼
け
跡 

橋 

川
土
手 

泉邸     1.3 『広島県史』原爆資料編 101 頁 103 頁 166 頁  

比治山下   2.3 『医療史』147 頁 『戦災誌』第 2巻 440 頁 

比治山防空壕 2.4 『原子爆弾』25 頁 衛生教育隊の野戦救護所 

己斐駅前   2.4 『戦災誌』第１巻 310 頁 『原子爆弾』26 頁  

タカの記念碑広場 

2.4 

『戦災誌』第 2 巻 458 頁 （御幸橋東側三叉路と併せ

て御幸橋東詰付近） 
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東練兵場   2.5 『戦災誌』第 2巻 217 頁 

大芝公園   2.7 『医療史』147 頁 172 頁 

牛田山    3.4 『戦災誌』第 2巻 217 頁 

総合グランド 3.5 『戦災誌』第 1巻 482 頁 数千人 軍医と三菱病院 

 

吉島飛行場  3.5 『戦災誌』第 2巻 641 頁 

日本銀行広島支店 

0.5 
『戦災誌』第 3巻 351~352 頁 

市役所    1.0 『医療史』155 頁 『戦災誌』第 3巻 161 頁 8 日開設 

東警察署   1.2 『医療史』181,185 頁 『被爆者とともに』75 頁 

三篠信用組合 1.8 
『戦災誌』第１巻 506 頁 賀茂海軍衛生学校、山県郡

医師会など 

広島市西隣保館 1.9 『戦災誌』第 2巻 789 頁 『広島市医師会史』298 頁 

吉島本町一丁目 2.2 『戦災誌』第 2巻 641 頁 町内会事務所あと 

中国塗料本社 2.3 『戦災誌』第 3巻 592 頁 

三菱社宅数十戸 2.5 『戦災誌』第 1巻 482 頁 『医療史』271 頁 幾百人 

倉敷航空機工業 2.5 『医療史』114 頁 

財務局寮   2.5 『戦災誌』第 3巻 297 頁 牛田町 開設日時不明確 

己斐消防署  2.6 『医療史』246 頁 

被服支廠   2.6 『戦災誌』第 2巻 458 頁 3400 人 

陸軍兵器補給廠 2.7 『原子爆弾』25 頁 『戦災誌』第 2巻 458 頁 

糧秣支廠   3.4 『戦災誌』第 2巻 517 頁 

中国配電大洲製作所 

3.7 

『原子爆弾』25 頁 『広島市医師会史』298 頁 『戦

災誌』第 3巻 505 頁 『医療史』230 頁 302 人 

国鉄矢賀工機部 4.0 『戦災誌』第 2巻 518 頁 

宇品 各医院 4.0 『戦災誌』第 2巻 321 頁 

宇品保養院  4.4  『広島市医師会史』299 頁 

桟橋近くの倉庫 4.5 『原子爆弾』18 頁 

馬繋所    4.5 『原子爆弾』18 頁 

 

宇品造船所  5.3 『広島市医師会史』299 頁 

建
造
物 
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 金輪島ドック 6.5 『戦災誌』第 2巻 554 頁 500 人 

住吉神社   1.3 『被爆者とともに－続広島原爆医療史』72 頁 

光明院    1.5 『戦災誌』第 2巻 216 頁 小田亮医師 

照山宅妙蓮寺跡 1.8 『戦災誌』第 2巻 789 頁 『広島市医師会史』298 頁 

鶴羽根神社  2.0 『戦災誌』第 4巻 629~630 頁 参集殿 100 人と防空壕 

饒津神社   2.0 『戦災誌』第 4巻 628 頁 全焼し境内が臨時救護所 

東照宮    2.2 『戦災誌』第 4巻 632 頁 天幕救護所 

天満宮    2.6 『原子爆弾』25 頁 

江波 唯信寺 2.6 『戦災誌』第 4巻 651~653 頁 730 人余収容 

国前寺    2.8 『戦災誌』第 4巻 654 頁 

早稲田神社  3.0 『戦災誌』第 2巻 233 頁 社務所前と社掌本宅 

三瀧寺    3.2 『戦災誌』第 4巻 655~657 頁 

宇品 各社寺 3.5 『戦災誌』第 2巻 518 頁 

不動院    3.8 『戦災誌』第 4巻 659~661 頁 

神田神社   4.0 『戦災誌』第 4巻 635~636 頁 拝殿で応急手当 

千暁寺    4.3 『戦災誌』第 4巻 661~662 頁 （6 日からの継続と） 

 

似島説教所   10.0 『広島県戦災史』422 頁 『戦災誌』第 2巻 542 頁 

本川国民学校 0.3 『戦災誌』第 2巻 133~134 頁  

神崎国民学校 1.2 『戦災誌』第 4巻 111 頁 被爆後緊急に 

県立第 2中学校 2.0 『戦災誌』第 2巻 764 頁 医師の指導を受け救護活動 

舟入国民学校 2.2 
『戦災誌』第 4 巻 177 頁 たくさんの避難者 『広島

市医師会史』299 頁 

第二国民学校 2.4 『戦災誌』第 4巻 297 頁 講堂，教員室ほか５教室 

大芝国民学校 2.4 
『戦災誌』第 4 巻 198 頁 三篠,大芝両学区の救護所

教室に被災者数百人 『医療史』176 頁 7 日から 

牛田国民学校 2.5 
『戦災誌』第 4巻 205 頁 7 日救護所指定を受ける 死

体 760 余 

第一国民学校 2.6 『戦災誌』第 4巻 289 頁 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学
校 

比治山国民学校 2.8 『戦災誌』第 4巻 218 頁 8 日より孤児収容所も併設 

寺
社 

 
 

433



陸軍兵器学校 2.9 『広島県戦災史』422 頁 

己斐国民学校 2.9 『戦災誌』第 2巻 848 頁 万を超える 死体約 1,000 

広陵中学校  3.0 『戦災誌』第 4巻 466 頁 使用可能な教室を救護所に 

大河国民学校 3.1 『戦災誌』第 4巻 235 頁 教職員,医師,薬剤師,兵隊 

広島女子専門学校

3.5 
『戦災誌』第 4巻 543 頁 負傷者約 200 人 

江波国民学校 3.7 

『戦災誌』第 4巻 246 頁 『戦災誌』第 2巻 690 頁 収

容所も併設 万を超える 

6 日 治療者約 2000 人 収容患者 545 人 

矢賀国民学校 3.7 『戦災誌』第 4巻 241 頁 全校舎に 150~160 人  

宇品国民学校 3.8 『戦災誌』第 2巻 518 頁 

県立広島師範学 3.9 『戦災誌』第 4巻 348 頁 本科寮，北側校舎で看護 

宇品学園   4.0 『戦災誌』第 2巻 518 頁 負傷者が溢れるほど収容 

古田国民学校 4.2 『広島市医師会史』299 頁 『戦災誌』第１巻 496 頁 

仁保国民学校 4.2 
『戦災誌』第 2 巻 475 頁 校舎に 400 人 暁部隊，教

職員，町の人々で看護 死者 60 人以上 

楠那国民学校 4.5 『戦災誌』第 4巻 269 頁 理科室，2階教室に 277 人 

草津国民学校 4.7 『戦災誌』第 4巻 274 頁 校舎，講堂に 3,000 人 

 

青崎国民学校 5.2 
『戦災誌』第 4 巻 280 頁 13 教室を開放 医師 1，看

護婦 2，学校全職員で約 400~500 人 

計  83 箇所   

以下は本稿の救護所の定義に合わない、または、7日以後開設で加えなかった。 

福屋       0.6 『広島市医師会史』309 頁 8 月 10 日以降  

西練兵場     0.7 『戦災誌』第 2巻 185 頁 （応急処置所） 

大本営跡        0.8 『戦災誌』第 2巻 185 頁 （応急処置所） 

勧業銀行跡    1.0 『戦災誌』第 2巻 291 頁 8 月 10 日以降か 

幼年学校跡    1.2 『戦災誌』第 1巻 559 頁に 7日 第 2巻 185 頁  

向西館西側    1.5 
『医療史』147 頁に記載あるも 『戦災誌』第 2巻 741

頁に応急救護所は全くできなかったの記述もある 
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白島一番ガード北 1.7 『戦災誌』第 2巻 216 頁 15 日以降  

中広橋      1.7 
『医療史』147 頁に記載あるも 『戦災誌』第 2巻 741

頁に救護所はできなかったの記述もある 

三篠国民学校   1.8 『戦災誌』第 4巻 170 頁 10 日ばかりして仮設救護所

舟入電停前    2.0 
『医療史』147 頁に記載あるも 『戦災誌』第 2巻 673

頁に救護所は設置されなかったの記述もある 

市営屠場     2.2 『戦災誌』第 2巻 789~790 頁 7 日以後の記述あり  

尾長国民学校   2.8 『戦災誌』第 4巻 211 頁 午前中救護所午後 3時火災

計  12 箇所  

表の爆心地からの距離 2.0km 未満は、南大橋東と広島市西隣保館を除いて焼け

た区域や内部が一部焼けた建造物である。『戦災誌』は『広島原爆戦災誌』、『医

療史』は『広島原爆医療史』を表す、以下同様。三篠橋堤防と三篠橋東は一続

きの三篠川左岸土手と判断し、タカの記念碑広場と御幸橋東側三叉路も併せて

御幸橋東詰付近と判断してそれぞれ１とした。宇品の各医院や社寺は、特に名

称が記載されているところ以外をまとめてそれぞれ 1とした。 

 

市の中心部で疎開を禁止されていた医療従事者の罹災状況は、医師が 298 名

中 270 名、歯科医師が 152 名中 132 名、薬剤師が 140 名中 112 名、看護婦が 1780

名中 1654 名であったと記されている30)。16 箇所の私立病院救護所は、市中心

部に 14 箇所あったが、そのうち機能した記録を見出しえたのは白島の天野病院

のみである。36 箇所あった国民学校救護所は 18 校（収容人員 24,800 人）が全

壊又は全壊全焼し、市の周辺部の学校では半壊、小破の被害を受けた 18 校（収

容人員 21,100 人）に救護所が開設されそれぞれ機能した様子が記載されている

31)。また、避難所に指定されていた広場や社寺 261 箇所では、市の周辺部で救

護所になっているところが表中に幾つかみられる32)。 

広島市内の救護所を、表 5、表 6 に対応させて地図に表記する。病院救護所

は塗りつぶしの赤で、その他の救護所は塗りつぶしなしの赤丸で次の地図 2に

示す。9日から機能を発揮した県病院は 6日のまとめだから除いてある。 
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地図 2 1945 年 8 月 6 日広島市内の救護所 

『広島原爆戦災誌』付録「広島市街説明図」をもとに表 5、表 6を表示 

 病院救護所 

私立病院救護所 
救護所 

似ノ島は爆心地

の南方約 10km 

 

庚午橋 

似島検疫所 

第二陸軍病院三滝分院 

第二陸軍病院 逓信病院 

赤十字病院 

専売局診療所 

陸軍共済病院 

船舶練習部臨時野戦病院 

第一陸軍病院江波分院 

三菱重工構内診療所 

三菱重工構内病院 

金輪島ドック 

昭和大橋 

庚午橋と昭和大橋の位置は、筆者が修正している33)。 

 

地図 2 の丸印は同じ大きさであっても収容力が同じではない。東練兵場、草

津国民学校、総合グランド、己斐国民学校、及び被服支廠などのように多人数

に対応した救護所も、焼け跡の耐火建造物内救護所やテント救護所もそれぞれ

1つの丸印で表してある。 

全焼区域にも病院救護所や病院以外の救護所が開設されている。消火活動に

よって日本赤十字病院は焼失を防ぎ、逓信病院は一部焼失を防いだ。市の周辺

部には全焼区域よりずっと多くの救護所が認められる。地図 2 によって、病院

も病院以外の救護所もまとめて数えると、爆心地から 2km 以内に 26 箇所、2km

を越えたところに 73 箇所であるが、収容人数と機能の差は箇所数の差よりずっ

と大きいことが表 5、表 6 から見て取れる。これら市内の救護所は機能の限界
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を超えるようになったこともあり、また、被災者が指定避難場所に避難してい

ったこともあって、被災者は市外へ市外へと避難していった。 

 

 

3.3.3 市外の病院救護所 

 

焼失しなかった市内南部の海岸方面に避難した人々の一部は、船で似島、金

輪島さらに市外の江田島、安芸郡坂町、佐伯郡五日市町、廿日市町などへ運ば

れた。陸路では西の佐伯郡、北の安佐郡、東の安芸郡へと、廣島市『市勢要覧』

によると約 15 万人の人々が避難していった。歩ける人は歩いて、そのほか軍隊

や警防団などのトラック34)や鉄道35)によって、市外に運ばれた。これらの人々

を収容して治療と救護にあたったのが、各町村の病院救護所やその他の救護所

や民家である。以下に市外の病院救護所を表 7に示す。 

 

 

表 7 1945 年 8 月 6 日広島市外の病院救護所 

 出所：『戦災誌』『医療史』『被爆者とともに』『鯉城の日々』「原爆体験手記」 

病院名 所在  出所 
収容人数  備考 

7日以降の人数を含む

東洋工業付属病院 
安芸郡府中町 『戦災誌』第 3

巻 569~570 頁（以下頁を省略）

病院,食堂,寄宿舎に

多数収容 医師,看護

婦約 50 人が治療する

日本製鋼所付属病院 安芸郡船越町 同書 583  病院,寮舎を開放治療

小屋浦暁部隊野戦病院 安芸郡坂町 『医療史』98  269 人 

呉共済病院 呉市 『戦災誌』第 4巻 695  負傷者収容 救護班 

呉海仁会病院 同上 負傷者収容 

呉海軍病院 同上 73 人 救護と調査 

瀬野鉄道診療所 
安芸郡瀬野村 『戦災誌』第 3

巻 203 
10 時過ぎ汽車で担送 
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国立西条療養所 加茂郡西条町 同上 汽車で担送 

傷痍軍人療養所 
加茂郡西条町 『被爆者ととも

に』74~75 

2 つの病棟に収容 

6 日 10 時過ぎ 

加茂海軍病院 
加茂郡西条町 『戦災誌』第 1

巻 312 

2,000 人東練兵場 三

篠信用組合に診療所 

三菱重工業診療所 
安佐郡祇園町 『戦災誌』第 4

巻 765  
1,000 人 

広島第 1陸軍病院戸坂分院 
安芸郡戸坂国民学校 『戦災

誌』第 1巻 348  

13,000 人 内 8,500

人を分院等に移送 

広島第 1陸軍病院安国民学

校 
安佐郡安国民学校 同書 348  1,000 人 

広島第 1陸軍病院可部分院 安佐郡可部国民学校 同書 348 2,300 人 

広島第 1陸軍病院亀山分院 安佐郡亀山国民学校 同書 348 2,000 人 

広島第 1陸軍病院三入分院 安佐郡三入国民学校 同書 348 300 人 

広島第 1陸軍病院大林分院 安佐郡大林国民学校 同書 348 300 人 

広島第 1陸軍病院飯室分院 安佐郡飯室国民学校 同書 348 200 人 

広島第 1陸軍病院鈴張分院 安佐郡鈴張国民学校 同書 348 150 人 

広島第 1陸軍病院庄原分院 庄原市本町 同書 348 300 人 

庄原赤十字病院 庄原市庄原町 同書 336 680 人 夕方 7時 

広島第 2陸軍病院井原国民

学校 
高田郡井原国民学校 同書 349 450人 7月30日開設

広島第 2陸軍病院三田東国

民学校  

高田郡白木町三田東国民学校

同書 349 

400 人 8 月 2 日開設

 

広島第 2陸軍病院向原国民

学校 

高田郡向原町向原国民学校

『戦災誌』第 1巻 348 
1,000 人 

吉田病院 高田郡吉田町 『医療史』285 600 人 

広島第 2陸軍病院三次分院 
三次市県立三次中学校 『戦災

誌』第 1巻 348 
530 人 

広島第 2陸軍病院東城分院 比婆郡東城町 県立東城高等 1,300 人 救護班活動
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女学校同書 349  

井ノ口病院 
佐伯郡井口村 『戦災誌』第 4

巻 707   

大竹義勇隊 

 

地御前教員保養所 佐伯郡地御前村 『医療史』119
多数 （従事者より聴

き取り） 

地御前村逓信病院=逓信療

養所 

佐伯郡地御前村 『鯉城の

日々』55 
多数の負傷者,死者 

大野陸軍病院 
佐伯郡大野町 『戦災誌』第 1

巻 349 
400 人 

大野陸軍病院救護所大野

西国民学校 

佐伯郡大野町 『戦災誌』第 1

巻 349 
1,264 人 

今井病院 
安佐郡佐東町 『戦災誌』第４

巻 773 
300 人 

為野病院 
安芸郡海田市町 『戦災誌』第

４巻 805 
20 人 

日本医療団畑賀病院 
安芸郡瀬野村、『戦災誌』第 4

巻 815 
50 人 

山崎病院 
安芸郡江田島町切串 『戦災

誌』第 4巻 827 

400 人を 2救護所と分

担 

広島第 2陸軍病院五日市分

院 

佐伯郡五日市町 『戦災誌』第

1巻 349 

200 余人 『戦災誌』

第 1巻 407 

岩国海軍病院 山口県岩国市 同書 306 救援,治療 

計  38 箇所   

 

空襲と本土決戦に備えて、山間部に分散していた陸軍病院分院は上表のよう

に救護所として開設され機能する。事業所や地域の病院もそれぞれ機能する。

多数の病院が市外の広い範囲で機能を発揮した状況がみてとれる。 

 

 

3.3.4 市外の病院救護所以外の救護所 
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広島近郊の各町村は 1945 年 4 月に策定された「広島市大避難実施要領」に関

する罹災者収容割当を済ませ、救護所も救護班も準備されていた。それらの準

備態勢をもって、膨大な被災者を受け入れていくことになる。たちまち、各地

に救護所が開設されたようである。次に、それら市外の救護所を表 8 にしめす。 

 

 

表８ 1945 年 8 月 6 日広島市外の救護所（病院・診療所を除く） 

出所：『広島原爆戦災誌』『広島原爆医療史』「広島市原爆体験記原稿」 

市 
被災者到着 

時刻(6 日) 

所在   出所 

( )内の箇所数は既出の病院救護所を除いた数 

呉市 11 時 
日勝温泉 広警察署 天応町 (3 箇所) 『戦災誌』

第 4巻 695 頁（以下頁を省略） 

大竹市 

10 時 トラ

ック 列車

船で 

小方国民学校 大竹国民学校 玖波国民学校 小方

避病院 (４箇所) 『戦災誌』第 4巻 702 

三次市 
午後 3時 

芸備線で 

三次国民学校 十日市国民学校 三次高等女学校

(3 箇所) 『戦災誌』第 4巻 715 

庄原市 夕方 7時頃 山内西国民学校(１箇所) 『戦災誌』第 4巻 719 

市部計  （11 箇所） 

井口村 9 時 
井口国民学校 正順寺 実践女学校（3箇所） 『戦

災誌』第 2巻 898 

五 日 市

町 

五日市 9 時

過ぎ 

八幡 13 時 

船でも 

役場 五日市国民学校 光禅寺 楽々園遊園地 五

日市隔離病舎 浄土時 八幡国民学校 観音国民学

校 観音地区会館 日本製鋼所皆賀 (10 箇所)と各

民家 『戦災誌』第 4巻 728~729 

廿 日 市

町 

正午頃 

船でも 61 人 

廿日市国民学校 平良国民学校 原国民学校 宮内

国民学校 地御前国民学校 串戸会館 増井工場倉

庫(7 箇所)と各民家 『戦災誌』第 4巻 740 

宮島町 16 時 厳島国民学校は『医療史』147 頁に記載あるも 登校
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日の学校日誌に記載見当たらず36) 6 日は（0箇所）

8日に 350 人を７か寺に収容『戦災誌』第 4巻 748 

大野町 
午後 2時 

横川発列車 

チチヤス牧場 大野下国民学校 西教寺(3 箇所) 

『戦災誌』第 4巻 752 第 3 巻 201 

佐伯町 6 日午後 天野医院(1 箇所) 「広島市原爆体験記原稿」 

佐伯郡 

 計 
 

（24 箇所） その他医院,民家 8 日に宮島の 7箇所

が加わる 

祇園町 9 時 
油谷重工 祇園青年学校 （２箇所） 『戦災誌』

第 4巻 765 

安 古 市

町 
9 時 

櫻鳴国民学校 大須国民学校 安国民学校 正伝寺

（4箇所） 『戦災誌』第 4巻 770 

安佐町 16 時 
久地国民学校 小河内国民学校 養専寺 教雲寺(4

箇所)  長覚寺が 8日 『戦災誌』第 4巻 777 

佐東町 10 時前 
八木国民学校 緑井国民学校 川内国民学校 浄楽

寺 川内公民館（5箇所）民家割当 同書 773 

沼田町 11 時ごろ 
戸山村国民学校 隔離病舎 寺院 伴村国民学校

隔離病舎 寺院（6箇所）と民家 同書 782 

可部町 

9 時ごろ 

午後 2 時ご

ろ重傷者 

亀山農協 超円寺 勝円寺 願船坊 品窮寺（５箇

所） 4 町村国民学校は陸軍病院分院 同書 787 

高陽町 

9 時 正午-

狩小川  

13 時-深川 

口田国民学校 狩小川国民学校 深川国民学校 口

田農協 小河原説教所 （５箇所） 8 日に狩小川隔

離所 1 同書 792 

安佐郡 

 計 
 

（31 箇所） 

8 日 2 箇所 その他医院,民家 

中山村 9 時ごろ 中山国民学校(１箇所) 『戦災誌』第 2巻 381 

府中町 8 時 30 分 府中国民学校(１箇所) 『戦災誌』第 4巻 794 

船越町 9 時ごろ 船越国民学校 正明寺 正専寺(3 箇所) 同書 798 

安芸町 9 時過ぎ 温品国民学校 福木国民学校 陸軍馬木大原演習場
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兵舎 (3 箇所) 同書 801 

海田町 10 時 
海田市国民学校 東海田国民学校 明顕寺 真宗寺

(4 箇所) 同書 805 

坂町 10 時 

坂国民学校 横浜国民学校 小屋浦国民学校 小屋

浦海水浴場 横浜海岸 鯛尾(6箇所) 同書811 鯛

尾は『戦災誌』第 2巻 619 

瀬 野 川

町 
11 時 

畑賀国民学校 中野国民学校 中野村専念寺 (3 箇

所) 『戦災誌』第 4巻 815 

矢野町 10 時 矢野国民学校 (1 箇所) 『戦災誌』第 4巻 819 

江 田 島

町 

14 時 

小型船で 

切串国民学校 津久茂国民学校 正念寺(3 箇所)

『戦災誌』第 4巻 827 

安芸郡 

 計 
 

（25 箇所） 

その他医院,民家 

高田郡 

白木町 

10 時 30 分 

芸備線で 

市川村立国民学校 志屋村立国民学校 井原村隔離

病舎 秋越村隔離病舎(4 箇所) 『戦災誌』第 4巻 835

向原町 14 時 30 分 向原国民学校(1 箇所)  『戦災誌』第 4巻 837 

吉田町 
正午過ぎ避

難者群 

吉田国民学校 高田地方事務所会議室(2 箇所)

『戦災誌』第 4巻 840 

甲田町 
11 時頃 汽

車,トラック 

甲立国民学校 木坂旅館・松村旅館(2 箇所)  『戦

災誌』第 4巻 845 叙述から 6日開設と筆者判断 

加茂郡

西条町 
13 時 望月料亭 民家 (1 箇所)  『戦災誌』第 4巻 861

甲奴郡 

上下町 
21 時 30 分 

上下警察署 武徳殿 『戦災誌』第 4巻 876 三玉医

院『医療史』302 (3 箇所)  

3 郡 計  （13 箇所）その他医院,民家 

合計  104 箇所 

 

表の市町村への被災者到着時刻を見ると、8時 30 分頃市内からあふれ始めた

被災者は、時系列の経過と共に同心円状に、さらに鉄道や幹線道路にそって自
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力で、あるいは船やトラックや鉄道で運ばれていった。市外では、学校、社寺

等に救護所が開設されていく。表 7、表 8を地図 3に表示する。 

 

 

地図 3 1945 年 8 月 6 日広島市外の救護所 
『原爆戦災誌』第 4 巻 691 頁をもとに作成した地図に表 7、表 8 を表示 

斜体は郡市を下線は町村を表す 

● 

●
●

●

●●

●
●●

●

● ●

●

●

●

●

● 

●

●

 

 印は、病院一箇所を表している。 

 印は、病院の分院一箇所を表している。 

 印は、救護所一箇所を表わしている。 
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原子爆弾によって予期せぬ火傷や放射線障害を受けた 20 万人以上と推測さ

れる被災者の多くが、市内外の救護所に収容され治療と救護を受けるようにな

っていった。 

実際の救護、救援の開始について、県の公式記録、報告書である「第一号 戦

災記録 広島県」は、県知事到着後の多聞院での 6日午後 6時半からの協議の

結果、県下各警察署各地方事務所に対し指揮したとしている37)。 

他方、例えば三原市医師会（広島市から 72km）は「8月 6日午前 9時、三原

警察署より広島市戦災につき救援すべき通報に接し、既に組織してある救護班

員を非常招集して、午前 11 時トラック 2台にて出発。38)」となっている。豊田

郡医師会（広島市から 45km）も「8月 6日午前 11 時、木江、河内両警察署より

医療救護班を組み警防団とともに至急出頭せよとの指令」を受けたと記録され

ている39)。これらの事例をみると県下の各警察署には午前中に指示が伝達され

ていたようで、県の要請があった 6 日夕刻の時点では、一部の地域は警防団や

救護班を広島市に派遣して、市内や市の近郊で救援・救護活動を始めていた記

録があり、また、多くの市町村が広島からの被災者を受け入れて救護活動には

いっていて、被災者は中国山地や瀬戸内海の島の町村にまでも運ばれ手当てを

受けていたことが、表 7,8 と地図 3から見て取れる。 

次の節で具体的な地域と救護所の例をみることにする。 

 

 

3.４ 被災者を収容した地域と救護所 

 

被災者を引き受けた地域がどのように救護所を開設して救護したのか、戦争

末期の社会体制や「防空計画」「広島市大避難実施要領」による準備態勢のもと

で、避災者を引き受けた地域実態の一部に触れることにする。 

 

 

3.4.1 被災者を収容した地域 

 

筆者は一貫して救護所の数にこだわってまとめてきたが、その過程において
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随所で民家に収容したという記述に出会った。『戦災誌』第 2巻によると、例え

ば、爆心地から 2.3km~4.0km の吉島地区では「六日夜は、地区外からの避難者

で、ほとんどの家が満員となり、負傷者の看病で時間のたつのも知らず働いた」

（635 頁）、牛田地区では「町内の家々は、みな避難者を抱え込み・・・」（236

頁）と記され、このような状況については他の市周辺部の仁保、宇品、江波、

草津の各地区、さらに近郊の戸坂村、中山村、井ノ口村などについても同様の

記述がある。爆心地から3km~7kmの東西南北の市周辺部や市近郊の幾つかの村々

で、各家に至るまで地域全体が救護に関わった様子が読み取れる。 

7km以上はなれたところではどのようであったか、例を二つ挙げると、爆心地

から役場まで 9.5kmの五日市町人口 8,000 人、8月 6日午前 9時過ぎ大勢の被災

者が町内に逃れてきた。トラックで運ばれてきた者もあった。国民学校、寺、

会館など 8箇所の救護所に収容するもすぐいっぱいになったので、各民家に（一

戸に 3,4 人）収容する。収容者数約 6,000 人、6日は避難者の収容と救護にあた

る。7日から一週間警防団広島へ出動。収容者のうち 883 人以上死亡40)。 

爆心地から 15~25kmの距離にある佐伯郡宮内村人口 2,212 人、8 月 6 日 10 時

半警防団召集出広の途につく、午後に至り被災者来村、救護所 2 箇所宮内国民

学校と串戸会館、この 2 箇所の救護所に収容した罹災者は合わせて村内に来た

罹災者の 32.2%で、残り 67.8%の罹災者は昭和 19 年に定めていた収容人員割当

歩合によって各部落に割り当てられた。8 月 10 日罹災者数 1,206 人、握飯供出

8月 6日~8 月 14 日で 25,000 個41)。 

これら五日市町と宮内村の記録を見ると、どちらも救護所は直ちに開設され

ている。また、収容者数は、表 2「縁故ナキ者」欄の 6,685 人と 2,625 人という

受け入れ態勢の範囲内であり、既定どおり割り当てたとおもわれる。宮内村の

「罹災者収容諸件」には日々の配給、握り飯の供出、「戦時災害保護法」に基づ

く弔慰金見舞金の個々人に及ぶ支給等が詳細に記録されている。 

 

 

3.4.2 村の救護所 

 

前記五日市町の 8 箇所の救護所の一つ、八幡国民学校救護所の実態を見てみ
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よう。収容者数は 1,342 人になっているが42)、これは人口 2,115 人（表 2参照）

である八幡村の国民学校に収容した人数とすれば多すぎる。この疑問は、当時

の資料を閲覧することによって解消した。即ち、八幡村役場（1945 年当時は五

日市町に合併する前で村）の「（受付簿）昭和二十年八月六日午後一時収容開始 

罹災者収容名簿 八幡村役場」という名簿が発見され保存されている43)。この名

簿を見ると、月日、本籍、地番、氏名、年齢、引取先、引取者の欄があり、引

取先にはほとんどに 7 つの地区名が記され、国民学校が記されているのは 1 箇

所のみで人数は 3人である。引取者の欄には延べ 59名の氏名と他に作業場、寺、

医院などの記入がある。名簿の欄外上部には 5人,4 人,4 人,2 人,2 人,5 人・・・

と家族などをまとめたと思われる括弧が記されている。本籍、地番の欄には広

島市での住所が書いてあり、大多数は、八幡村を避難先に指定されていた爆心

地から 1.5km~3kmの広島市内の町からである（表 1 参照）。負傷していた人も、

外見は無傷の人もいたであろう。この名簿からは、市内の当該地で被爆した人々

が指定避難先の八幡村に避難していき、これを受けた八幡村が、準備していた

通りに各地区に割り振って収容し、村全体で収容した総人数 1,342 人を八幡国

民学校救護所に代表させた、と推量することも出来そうである。 

そこで、八幡小学校（当時八幡国民学校）の記録を調べてみると『九十周年

記念誌』44)に「・・・午後から広島より原爆被害者が相次いで避難して来村村内

各戸に分散して収容重傷者15名を旧講堂に収容し職員その救護作業に昼夜なく

奉仕した。講堂に収容した被爆者はその後増加し十三日には五十九名となり教

室二教室も患者室に使用した」と記されている。収容した人数と名簿の人数が

対応しないのであるが、59 人であったとしても、それは 1,342 人の 5％に満た

ない。名簿と記念誌に共通しているのは、各戸に分散して収容したのがおもで

あることである。このことから、八幡国民学校救護所は八幡村の各戸に及ぶ村

全体での救護活動を内包していたといえるであろう。他の村々でも程度の差は

あっても似たような対応がなされたと推察される45)。 

これらの救護所は、地図上では一つの丸印になっているが、地域社会組織や

家々の救護活動を同様に内包していることが察せられる。市の周辺部や市外町

村の救護所は一つの点としてではなく、それを支える組織的構造の頂点として

表面化していて、その下に多くの救護活動の実態があったといえよう。改めて
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地図 3 を見直し、それぞれの頂点の下にある救護活動を想像すると、筆者が、

点の分布として認識していた救護所個々は、立体的な全体像の一部として認識

し直されてくる。20 万人以上の被災者と受容した救護態勢の相互関係が少し見

えてきたと言えるのではないだろうか。 

 

 

４. おわりに 

 

救護所数は 13 箇所、11 箇所、53 箇所という広島県の資料が多くの文献に引

用されているが、広島県編集の『広島県戦災史』がこれらの救護所は広島県が

確認した救護所に過ぎないとして、開設された多くの救護所を具体的に挙げた。

本稿がまとめたところでも、救護所数は 8 月 6 日に限定しても、53 箇所の 4 倍

以上であり、かつ、広範囲であることが認められた。 

まとめるにあたって、救護所の開設状況は当時の社会体制や戦況のもとでの

準備態勢に関わる点に着目し、それらの一部を概観した。そして、救護所を定

義してから、文献と手記からまとめた。その際、病院・診療所とその他の救護

所では治療・救護の質・量ともに異なる点に留意して分けてまとめ、さらに、

救護所開設をより包括的に認識するために、開設状況の分布を地図に表示した。

地図１と地図 3 を対比してみると、実態認識の差の大きさに気付く。このこと

は救護所の開設状況を明らかにするという本稿の目的をある程度達したといえ

るであろう。 

本稿がまとめた 8 月 6 日の救護所数は、市内 99 箇所、市外 142 箇所、計 241

箇所である。市内外の救護態勢や罹災者収容の準備は、統制された大規模なも

のであった。防空法に基づく防空計画や大空襲に備えた「広島市大避難実施要

領」が策定され、また、警防団、救護班、義勇隊、町内会、隣組に個々人が組

織されていた。個々人は「防空業務従事令書」に見られるように、程度の差は

あっても、指示に従って行動することを強制された戦争中の社会体制のもとに

あって、準備態勢に組み込まれていったようである。原爆被災者数は膨大であ

ったが、本稿の市外の事例においては、罹災者は収容準備人数の範囲内であっ

た。6日のうちに市内外に、本稿のまとめによると 241 箇所の救護所が開設され
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たことや、町村における被災者の収容状況が統制のとれたものであったことは、

これらの準備態勢がある程度機能した結果ともいえよう。 

市の周辺部や隣接郡の町村における民家あるいは各戸と表記されている多数

の家々が救護にかかわっており、救護所数は、その表面の点のみををまとめた

ものであって、数をまとめる意味は限定的なものであることも明らかになった。

限定的であっても、救護所は避難の実態を明らかにする重要な要素であるから、

避難の全体像のなかに位置づけながらまとめることを継続する必要があろう。

まとめるために救護所を定義したが、このままで適当であろうか、検討を要す

るところである。 

救護所を一覧にした各表は加除を繰り返してまとめたもので、言うまでもな

く途中集計である。今後も加除してより実態に近い表示にしなければなるまい。

救護所分布の実態は、諸文献や町村史誌に加えて、当時の資料を分析するとと

もに、学校の沿革史や記念誌の記述をまとめることによって、より明らかに出

来る見通しがついた。とはいえ、これらの諸資料の記述には粗密があり、また、

例えば註 36)に示した厳島国民学校のように、53 箇所の救護所のひとつとされて

いるのに、学校日誌にはそれに関することは書かれていないというような異同

もある。吟味しながらまとめるのは容易ではない。 

しかし、原爆投下に関して、どのような立場でどのようなことを述べるにし

ても、原爆投下の実態を離れては根拠のないことになることを考慮すると、実

態についての基礎的な資料に関する調査・研究に課されている課題は大きいと

いえよう。その一端を担って、救護所の実態をさらに一歩明らかにするのが今

後の課題である。 
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年に町名が厳島町から宮島町へ変更されたとき校名を宮島小学校に変更した。 

37) 広島県『広島県史』原爆資料編 1972 年 99 頁 

38) 広島県医師会『広島県医師会史』 1966 年 760~762 頁 『医療史』306 頁 

39) 広島原爆医療史編集委員会『広島原爆医療史』 1961 年 303 頁  

40) 五日市町史編集委員会『五日市町史』（中巻） 1979 年 339~342 頁参照 
広島市市民局国際平和推進部平和推進課所蔵の原爆罹災者名簿 
「認許証請求者死亡診断書名簿(旧五日市町)」には、684 名の名簿があり、内 325 名の
死亡診断書がある（筆者数える）。 

41) 廿日市町『廿日市町史』資料編Ⅴ 1983 年 740~753 頁から抄録、％は筆者算出 
42) 五日市町史編集委員会『五日市町史』（中巻） 1979 年 341 頁 

廣島市役所『昭和二十一年度 市勢要覧』1947 年 66~68 頁では佐伯郡八幡村への避難
者は 1,330 人と記載されている。 

43) 広島市市民局国際平和推進部平和推進課所蔵の原爆罹災者名簿  
「（受付簿）昭和二十年八月六日午後一時収容開始 罹災者収容名簿 八幡村役場」1,226
名（筆者数える以下同） 別綴「昭和二十年八月 戦災患者名簿 八幡村村長」 
318 名、内死亡火葬 53 名、内身元不詳者 2名 

44) 五日市町立八幡小学校『九十周年記念誌』 1966 年 72 頁 
45) 五日市町史編集委員会『五日市町史』（中巻） 1979 年 342 頁 
 観音村「昭和二十年八月 戦災患者名簿 村長」 

広島市市民局国際平和推進部平和推進課所蔵の原爆罹災者名簿 
｢宮内村罹災患者名簿（宮内国民学校）｣ 「宮内村罹災患者名簿（各部落）」 「戦災
者収容名簿 地御前村」 「昭和二十年八月十日罹災者受入状況報告綴 狩小川村役
場」 「収容患者名簿 玖波町」 「戦災者名簿 昭和二十年八月起 大林村役場」 
高田郡向原町「罹災者収容名簿」  
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